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１【提出理由】

　平成28年12月22日開催の当社第71回定時株主総会において決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の

５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を提出する

ものであります。

 

２【報告内容】

(1）当該株主総会が開催された年月日　　平成28年12月22日

 

(2）当該決議事項の内容

第１号議案　剰余金処分の件

当期中に創立70周年を迎えたことから１株につき１円の記念配当、また、安定的かつ継続的な配当を

実施するという基本方針に基づき１株につき５円の普通配当、合わせて１株につき６円の配当を実施

するものであります。

 

第２号議案　取締役８名選任の件

宮原博昭、木村路則、中森知、古岡秀樹、碇秀行、小早川仁、山田徳昭および城戸真亜子の８氏を取

締役に選任するものであります。なお、山田徳昭および城戸真亜子の両氏は社外取締役であります。

 

第３号議案　監査役１名選任の件

景山美昭氏を監査役に選任するものであります。

 

第４号議案　株式併合の件

平成29年４月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株に併合するものであります。

 

第５号議案　大規模買付ルール（買収防衛策）継続の件

大規模買付ルールの有効期限が満了となるため、形式的かつ軽微な修正を除き、株式会社の支配に関

する基本方針を実現するための取組みとしての同ルールを継続することとするものであります。
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(3）決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思の表示にかかる議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

ならびに当該決議の結果

議決権を行使することができる株主の議決権の総数　　92,144個

出席株主が行使した議決権の数　　　　　　　　　　　77,509個

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件
決議結果

（賛成比率）（注４）

第１号議案    
（注）１

 

剰余金処分の件 73,993 46 0 可決（95.46％）

第２号議案      

取締役８名選任の件      

宮原　博昭 69,008 5,032 0  可決（89.03％）

木村　路則 71,867 2,173 0  可決（92.72％）

中森　知 71,871 2,169 0
（注）２

可決（92.73％）

古岡　秀樹 71,808 2,232 0 可決（92.64％）

碇　秀行 73,915 125 0  可決（95.36％）

小早川　仁 73,915 125 0  可決（95.36％）

山田　徳昭 72,135 1,905 0  可決（93.07％）

城戸　真亜子 70,225 3,815   可決（90.60％）

第３号議案      

監査役１名選任の件    （注）２  

景山　美昭 73,862 174   可決（95.29％）

第４号議案    
（注）３

 

株式併合の件 73,944 96  可決（95.40％）

第５号議案    
（注）１

 

大規模買付ルール継続の件 64,871 9,167  可決（83.69％）

（注）１．出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成であります。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成であります。

３．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成であります。

４．賛成比率は、当該株主総会前日までに行使された議決権の数（意思表示を無効としたものを含む）と当日出

席した株主の議決権の数の合計に対する割合であります。

 

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本総会前日までの事前行使分および当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計したこ

とにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本株主総会当日出席の株主のうち、賛成、反対お

よび棄権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。

以　上
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